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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 20,408 21,062 21,829 23,536 25,945

経常利益 (百万円) 1,979 1,512 1,393 1,522 1,538

当期純利益 (百万円) 1,214 931 945 1,242 758

純資産額 (百万円) 21,858 22,575 23,940 24,472 24,343

総資産額 (百万円) 28,421 28,791 31,183 32,271 32,696

１株当たり純資産額 (円) 1,090.421,127.071,195.581,223.931,219.37

１株当たり当期純利益 (円) 58.75 44.65 45.62 62.12 37.93

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 76.9 78.4 76.8 75.8 74.5

自己資本利益率 (％) 5.7 4.2 4.1 5.1 3.1

株価収益率 (倍) 19.90 22.62 26.09 15.5 16.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,568 1,128 2,098 1,693 2,300

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △360 △1,838 △4,303 △1,560 △748

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △287 △203 677 △311 △262

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 7,385 6,481 5,004 4,831 6,039

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)
503

〔70〕
507

〔67〕
527

〔64〕
555

〔54〕
568

〔57〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

売上高 (百万円) 20,247 20,878 21,372 23,037 25,362

経常利益 (百万円) 1,906 1,486 1,275 1,313 1,370

当期純利益 (百万円) 1,184 1,020 824 1,067 634

資本金 (百万円) 3,904 3,904 3,904 3,904 3,904

発行済株式総数 (千株) 20,081 20,081 20,081 20,081 20,081

純資産額 (百万円) 21,641 22,454 23,642 23,992 23,864

総資産額 (百万円) 27,849 28,573 30,812 31,748 32,157

１株当たり純資産額 (円) 1,079.571,120.981,180.681,199.951,195.40

１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

12

(6)

14

(6)

14

(7)

14

(7)

14

(7)

１株当たり当期純利益 (円) 57.27 49.08 39.51 53.38 31.73

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 77.7 78.6 76.7 75.6 74.2

自己資本利益率 (％) 5.6 4.6 3.6 4.5 2.6

株価収益率 (倍) 20.41 20.58 30.12 18.0 19.2

配当性向 (％) 21.0 28.5 35.4 26.2 44.1

従業員数
〔外、平均臨時
雇用者数〕

(名)

462
〔70〕

480
〔67〕

508
〔60〕

515
〔53〕

532
〔56〕

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　従業員数は、就業人員数を表示しております。
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２ 【沿革】

　

大正10年２月
本店現在地において故寺岡璋浩個人にて寺岡製作所を創立。ブラックテープ及びゴム

テープ類の製造を開始。

昭和12年12月寺岡製作所を資本金15万円をもって合資会社に改組。

昭和18年５月 合資会社寺岡製作所を資本金50万円をもって株式会社に改組。

昭和18年12月株式会社三陽工業所を合併し、資本金を80万円に増資。

昭和19年９月 日本粘着テープ工業株式会社を合併。

昭和25年８月 梱包耐水性粘着テープ(当社製品名オリーブテープ)の製造を開始。

昭和31年５月 ポリエステルフィルム粘着テープ(電気絶縁用)の製造を開始。

昭和37年５月 大宮工場稼働開始。(主として電気絶縁用テープの製造)

昭和42年４月 函南工場稼働開始。(主として梱包包装用テープの製造)

昭和45年５月 佐野工場稼働開始。(主として電機・電子用、産業用テープの製造)

昭和52年12月社団法人日本証券業協会東京地区協会店頭登録銘柄として登録。

昭和53年６月 防水用両面接着テープ(建築、自動車業界向)の製造を開始。

昭和60年５月 電子部品用テープの長尺スパイラル巻品の製造を開始。

昭和61年２月 電磁波シールド用導電性銅箔粘着テープの製造を開始。

昭和62年２月 東京証券取引所の市場第２部に上場。

平成２年４月 茨城工場稼働開始。(主として電機・電子用、産業用テープの製造)

平成７年１月 香港駐在員事務所開設、寺徳(香港)有限公司設立。

平成７年５月 東莞寺徳電子膠粘帯有限公司設立。

平成８年７月 化学研究技術センター設立。

平成９年３月 ISO9001の認証を国内全事業所で取得。

平成13年２月 ISO14001の認証を取得。

平成16年７月 寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司設立(現連結子会社)。

平成17年２月 寺徳(香港)有限公司を寺岡製作所（香港）有限公司(現連結子会社)へ社名変更。

平成18年１月 東莞寺徳電子膠粘帯有限公司清算。

平成18年11月寺岡(深?)高機能膠粘帯有限公司設立(現連結子会社)。

平成20年４月 神栄商事株式会社を完全子会社化。
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３ 【事業の内容】

当社の企業集団は、当社、連結子会社３社－寺岡製作所（香港）有限公司、寺岡（上海）高機能膠粘帯有

限公司、寺岡（深?）高機能膠粘帯有限公司と持分法適用関連会社１社－神栄商事株式会社で構成され、得

意先(ユーザー)に対して粘着テープ類の製造・加工・販売を主な内容とした事業活動を展開しています。

当社グループの事業に係わる各社の位置づけおよび事業系統図の概略は次の通りであります。

なお、神栄商事株式会社は、平成20年４月１日効力発生の株式交換により、当社の100％子会社となりまし

た。

 

　

当社グループの事業は粘着テープの専業でありますが、この内容を製品部門別に区分しますと次のとお

りであります。

製品部門別 主要製品

梱包・包装用テープ

オリーブテープ(布粘着テープ)

カートンテープ(クラフト粘着テープ)

パックテープ(ポリプロピレンフィルム粘着テープ)等

電機・電子用テープ

ポリエステルフィルム粘着テープ

アセテートクロス粘着テープ

コンビネーションテープ

カプトン®フィルム粘着テープ

ノーメックス®粘着テープ

ガラスクロス粘着テープ

電磁波シールド用テープ　

シリコーンゴム粘着テープ等

産業用テープ

両面テープ(布、紙、不織布、フィルム等)

防食テープ(ポリエチレン等)

養生用テープ(布、ポリエチレンクロス等)

保護用テープ(紙、フィルム等)等

(注)　上表には商品を含みます。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合(％)

（連結子会社） 当社製品及び商品の販売
寺岡製作所(香港)有限公
司

中国香港
20,000
千HKドル

粘着テープ 100.0 ―
当社製品の加工
役員の兼任１名

（連結子会社） 当社製品及び商品の販売
寺岡（上海）高機能膠粘
帯有限公司　 

中国上海
1,000

千USドル
粘着テープ

100.0
(70.0)

―
当社製品の加工
役員の兼任１名

（連結子会社）
寺岡（深?）高機能膠粘
帯有限公司　 

中国深?
1,000

千USドル
粘着テープ

100.0
(100.0)

―
当社製品の加工
役員の兼任１名

(持分法適用関連会社)

神栄商事株式会社 東京都品川区 16百万円粘着テープ 38.75 ―
当社製品及び商品の販売
役員の兼任１名

(注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　　 ２　議決権の所有割合の(　　)内は間接所有割合で内数。

３　特定子会社に該当する会社はありません。

４　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

５　神栄商事株式会社は、平成20年４月１日効力発生の株式交換により、当社の100％子会社となりました。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年３月31日現在

事業の部門の名称 従業員数(名)

粘着テープ事業 568〔57〕

合計 568〔57〕

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員の人数は〔　〕内に年間の平均人数を外数で記載しております。

２　当社グループは粘着テープ専業であり、販売システム生産工程は同一のため、セグメント等に関連づけての記

載をしておりません。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

532
〔56〕

37.9 14.0 6,139

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員の人数は〔　〕内に年間の平均人数を外数で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

当社の労働組合は寺岡製作所労働組合と称し、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はあり

ません。

連結子会社３社について労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における日本経済は、設備投資と輸出の高い伸びに支えられ、緩やかな回復基調を示し

ました。しかしながら、年度後半には、サブプライムローン問題、原油価格の高騰、急激な円高、株価の下落

等により景気の減速感が強まってまいりました。 

  当社が関連する業界におきましては、景気の回復に支えられ、市場規模は拡大しましたが、原材料価格の

高騰や改正建築基準法の施行による影響で新設住宅投資が減少するなど経営環境は引き続き厳しい状況

にあります。 

  このような状況下、当社グループにおきましては、高機能テープ開発の推進、製造能力の増強、販売体制

の強化に努めたことが奏功し、売上高は全製品部門において前年を上回ることが出来ました。特にデジタ

ル家電関連テープや液晶関連テープの売上が好調であり、また、海外での売上も大きく伸長しました。収益

面では、石油化学材料価格や天然ゴム価格などの高騰を背景に厳しい環境でありましたが、売上高増加や

経営の効率化により、原材料価格の高騰を吸収し、営業利益、経常利益とも前期比増益となりました。 

  この結果、当連結会計年度の売上高は、259億45百万円(前期比10.2％増)と過去最高を記録し、営業利益

は、15億40百万円(前期比8.1％増)、経常利益は、15億38百万円(前期比1.1％増)、当期純利益は、7億58百万

円(前期比39.0％減)となりました。 

  当期純利益は、前期に土地売却による特別利益を計上した一方で、当期は特別損失として有価証券評価

損を計上したため、結果として減益になりましたが、当該特別損益を除いたベースでは増収増益となって

います。 

製品部門別に売上高の状況を捉えますと、次のとおりとなります。 

（梱包・包装用テープ） 

  梱包・包装用テープにつきましては、景気回復の影響を受けて布粘着テープの需要が増え、売上金額・

数量ともに伸びました。しかしながら、原材料価格の高騰によりコストが増加したことから、利益面での貢

献は小幅でありました。当製品部門の売上高は、52億13百万円(前期比5.7％増)、全売上高に占める割合は

20.1％となりました。 

（電機・電子用テープ） 

  電機用テープにつきましては、環境保護に対する顧客の関心が高まってきたことから、ノンハロゲン絶

縁用テープ等の需要が増えてきました。また、電子用テープにつきましては、薄型テレビや携帯電話、ゲー

ム機等のデジタル家電関連テープ、また自動車部品関連テープ等も引き続き好調であったため、製品部門

別にみた前期比売上伸長率は最も高いものとなりました。 

 当製品部門の売上高は、130億25百万円(前期比13.0％増)、全売上高に占める割合は50.2％となりました。

 

（産業用テープ） 

  産業用テープにつきましては、Ｐ-カットテープ（ポリエチレンクロステープ）の売上が引き続き好調

でありました。また、環境保護意識の高まりを反映し、ノンハロゲン両面テープやリサイクル部材用両面

テープ等、環境対応型製品の売上が順調に伸びました。 

  当製品部門の売上高は、77億07百万円(前期比8.8％増)、全売上高に占める割合は29.7％となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会

計年度末と比べて12億08百万円増加し60億39百万円となりました。

　

　　(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によって得られた資金は、23億円（前期比35.9％増）となりました。これは主に税金等調整前

当期純利益が11億54百万円、減価償却費を13億72百万円計上する一方、棚卸資産の増加による△７億66百

万円、法人税等の支払△４億86百万円等によるものであります。

　

　　(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動に使用した資金は、７億48百万円（前期比52.1％減）となりました。当連結会計年度は有価証

券の保有高を大幅に減少させる一方、積極的な設備投資を行い26億44百万円を支出いたしました。

　

　　(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は、２億62百万円（前期比15.8％減）であり、短期借入金が39百万円増

加、配当金の支払等による支出が２億79百万円、自己株式の取得による支出が22百万円生じた結果です。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％)

粘着テープ事業

(種類別)

梱包・包装用テープ 4,450 7.7

電機・電子用テープ 12,811 15.0

産業用テープ 7,554 6.5

合計 24,816 10.9

(注)　金額は販売価格で表示しております。

　

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％)

粘着テープ事業

(種類別)

梱包・包装用テープ 5,213 5.7

電機・電子用テープ 13,025 13.0

産業用テープ 7,707 8.8

合計 25,945 10.2

(注) １　最近２事業年度における輸出高の総額及び総販売実績に対する輸出高の割合

　

事業部門 (種類別)
前期 当期

輸出高(百万円) 割合(％) 輸出高(百万円) 割合(％)

粘着テープ事業

梱包・包装用テープ 238 1.0 308 1.1

電機・電子用テープ 5,332 22.6 6,407 24.7

産業用テープ 461 2.0 606 2.3

合計 6,031 25.6 7,321 28.2

２　最近２事業年度における主要な輸出先別の割合

　

輸出先 前期(％) 当期(％)

アジア 92.1 92.4

北米 3.7 3.3

欧州 4.1 4.2

その他 0.1 0.1

合計 100.0 100.0
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３ 【対処すべき課題】

（１）今後の課題 

  今後の経済情勢は、金融不安の長期化リスクによる米国経済の減速懸念や、これと相対するデカップリ

ング論の不確実性の増大、原油価格をはじめとした原材料価格の高値定着、あるいは、為替動向などの不確

実性要因からも目が離せない状況が続くものと思われ、当社グループを取り巻く経営環境も厳しい状況が

続くものと予想されます。 

  このような状況の中で当社グループは、管理部門を始め、営業部門及び生産部門をバランスよく機能さ

せ、ボーダレスな競争に勝ち残るための総合力強化と、事業別戦略展開をさらに推し進めるとともに、技術

の革新に努め、お客様の高度なニーズに適応した、効率的な多品種生産体制を維持することで、企業価値、

即ち株主価値の極大化を目指し不断の努力を重ねてまいる所存であります。 

  また、内部統制システムの構築につきましては、当期末までにほぼ制度設計を終了させたことを受け、次

期より本格的な運用を行ってまいりますが、当社グループの重要な経営課題のひとつであるとの認識のも

と、完成度が高く、かつ有効に機能するシステムとして導入を図るべく、経営者が率先して参画することに

より内部統制の有効性を確保すべく対応する所存であります。 

                           

（２）当社株式の大量買付行為に関する対応方針（買収防衛策）について 

  当社は、平成19年５月14日開催の取締役会において、当社の企業価値の向上および株主共同の利益の確

保を目的として、当社株式の大量買付行為に関する対応方針（以下「本対応方針」といいます。また、その

詳細につきましては当社ホームページ　http://www.teraokatape.co.jp/top.html　に掲載しておりま

す。）について決議いたしました。本対応方針の導入につきましては、平成19年６月28日に開催されました

当社定時株主総会において、本対応方針の導入に必要となる定款の変更議案（株主総会決議事項の新設）

とともに、株主の皆様のご承認を頂戴いたしました。

                                           

①本対応方針導入の目的 

  当社取締役会は、大量買付者が行う大量買付行為を受け入れるか否かの判断は、最終的には当社株主の

皆様のご判断に委ねられるべきであると考えております。その際、株主の皆様に適切なご判断を行って戴

くためには、大量買付者から一方的に提供される情報のみならず、大量買付者に対する情報提供の要請を

行い、一定の期間内に大量買付行為が株主の皆様の共同の利益に適うか否か等について、現に当社の経営

を担っている取締役会の評価・意見を含めた十分な情報が提供されることが必要不可欠であると考えて

おります。 

  大量買付行為は、その目的から勘案するに企業価値ならびに株主共同の利益を明らかに毀損する恐れが

あるもの、株主に株式の売却を事実上強要するもの、あるいは買付対象会社である当社の取締役会や株主

が、大量買付者が提示する諸条件につき合理的な検討を加える時間的猶予を与えないものなど、必ずしも

当社の企業価値および株主の皆様の共同の利益の維持・向上に資するものばかりとは限りません。そのた

め、当社の株主の皆様が大量買付行為に応じるか否かを判断するに際しては、当該大量買付行為に関する

諸条件、大量買付行為が弊社の経営に及ぼす恐れのある様々な影響、大量買付者が提案する当社の経営に

かかる理念・事業計画または諸施策等の必要且つ十分な情報を収集・提供したうえで、これを評価して取

締役会の意見として公表し、また、大量買付者との交渉、代替案の提案等を行うことが、当社の企業価値お

よび株主の皆様の共同の利益の維持・向上に資するものであると考えております。 

  したがって、当社取締役会は、当社株式の大量買付けにかかるルール（以下「本ルール」といいます）

を定めた上で、大量買付者に対して本ルールの遵守を求め、大量買付者が本ルールを遵守しない場合、また

は本ルールに則っていたとしても、大量買付行為が当社に回復し難い損害をもたらす場合には、当社取締
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役会がその時点で適切と考える一定の措置を講じることができるものといたします。 

                       

②大量買付時のルールの概要 

  当社は、上述の考え方に基づき、本ルールを定め、当社株式の大量買付行為が行われる際には、大量買付

者に対し本ルールを遵守することを求めることとします。なお、大量買付者が本ルールを遵守しない場合

等には、当社は一定の措置を講じる場合があります。 

（a）大量買付者に対する情報提供の要請 

  当社株券等について、特定株主等の議決権割合が20%以上となることを目的とする当社株券等の買付行

為、又は結果として特定株主等の議決権割合が20%以上となるような当社株券等の買付行為を「大量買付

行為」と称しますが、かかる行為の開始に先立って、大量買付者には先ず、①大量買付者の名称、②住所、③

代表者のご氏名、④国内連絡先、⑤大量買付の概要、および⑥本ルールに定められた手続きを遵守する旨の

誓約を明示した書面を提出して戴きます。 

  当社は、上記①乃至⑥全てが記載された、上記の買付趣意書受領後５日以内（初日不算入）に、大量買付

者に対して大量買付情報として記載して戴く事項について書面を交付し、大量買付者には、当該書面に

則って大量買付情報を記載した上で当社に提出して戴きます。尚、大量買付情報として提出を要請する情

報は以下のとおりです。 

（イ）大量買付者およびそのグループの概要、経歴、属性等 

（ロ）大量買付行為の目的、方法および内容 

（ハ）大量買付行為に際しての、第三者との間における意思連絡の有無、および意思連絡が存する

      場合にはその内容（議決権の行使、取得された株式の売却に関する意思連絡等を含みま

      す。） 

（ニ）買付対価の算定根拠および買付資金の裏付け 

（ホ）大量買付者に対する買付資金の提供者の名称、その他の概要・属性 

（ヘ）大量買付行為完了後に意図する、当社及び当社グループの経営方針・経営理念、及び事業計

      画、資本政策 

（ト）大量買付行為完了後に意図する、当社及び当社グループの企業価値を持続的且つ安定的に向

      上させるための施策、ならびに当該施策が当社及び当社グループの企業価値を向上させるこ

      との根拠 

（チ）大量買付行為完了後に意図する、当社及び当社グループの従業員、取引先、顧客、地域社会

      その他の利害関係者と、当社及び当社グループとの関係について、大量買付行為完了後に予

      定する変更の有無およびその内容 

（リ）その他大量買付行為の妥当性、適法性等を判断するために下記（c）（ハ）の独立委員会が

      合理的に必要と考える情報 

(b)当社取締役会による評価・検討 

  大量買付者より必要十分にして適切、かつ真正な大量買付情報が提供されたと認められた場合、当社取

締役会は、これらの情報を評価・検討し、大量買付者との交渉、或いは意見形成、代替案策定等を行う一定

の時間的猶予が確保されるべきであると思料し、最長90日間（初日不算入）の評価・検討期間を置くもの

とします。 

（c）大量買付行為がなされた場合の対応策 

(イ)本ルールが遵守されなかった場合 
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  大量買付者が本ルールを遵守しない場合、当社取締役会は、当社企業価値の維持及び当社株主の皆様の

共同の利益保護を目的として、独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、新株発行や株主割当による新

株予約権の発行など、会社法その他の法令、当社定款が取締役会の権限として認める措置（以下、「対抗措

置」と称します。）を講じることがあります。具体的な対抗措置につきましては、その時点で適法かつ相当

であると認めるものを選択することとなります。

(ロ)本ルールが遵守された場合 

  大量買付者が本ルールを遵守した場合、当社取締役会が仮に当該大量買付行為に反対であったとして

も、反対意見の表明、代替案の提示、株主の皆様への説得を行う可能性は排除しないものの、原則として、当

該大量買付行為に対する対抗措置は講じません。したがって、大量買付者の買付提案に応じるか否かは、当

社株主の皆様において、当該買付提案の内容並びにそれに対する当社取締役会の意見及び代替案等をご考

慮のうえ、ご判断戴くことになります。 

(ハ)独立委員会、発動の判断 

  当社取締役会は、大量買付者の提供する大量買付情報その他の情報に基づいて、フィナンシャルアドバ

イザー、公認会計士、弁護士等の外部専門家等の助言を得ながら当該大量買付者および大量買付行為の具

体的内容（目的、方法、対象、取得対価の種類・金額等）や、当該大量買付行為が当社の株主共同の利益に

与える影響を検討するとともに、経営陣から独立した社外監査役、弁護士、公認会計士、学識経験者、投資銀

行業務を知悉している者等の中から選任された独立委員会の勧告を最大限尊重したうえで、取締役会の意

見を決議するものとします。 

　

４ 【事業等のリスク】

現時点において当社グループの経営成績および財政状態に一定の影響を与える可能性があり、投資家の判

断に一定の影響を及ぼす主だったリスクは、以下に記載のとおりであります。当社グループでは、これらの

リスクの具体的な所在、あるいは潜在性を認識したうえで、その顕在化の回避を図り、顕在化した場合には

適切に対処していく方針であります。本項におきまして、以下に記すリスクは、有価証券報告書提出日現在

において判断したものであり、これらは当社グループの事業にかかわるリスクを全て網羅するものではあ

りません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

①市況・相場の変動等に起因するもの 

　当社グループが手掛ける製品は、石油、天然ゴム等、その商品市況が大きく変動する原材料を多用している

ため、今後の需給動向によっては、予期せぬ調達難による生産活動面での支障、あるいは調達価格の上昇に

伴う製造原価上昇の可能性は排除できず、これらは当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。 

また、当社は、仕入取引および販売取引の双方において、より円滑な取引の維持に資するとの観点より、従来

から取引先の株式を一定量保有しておりますが、株式市場の予想を超えた価格変動が生じることにより評

価損を計上するリスクがあり、これらは当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 
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②退職給付債務に起因するもの 

当社の従業員退職給付費用および債務は、その制度設計上の前提条件に基づき算出されるため、将来的に

運用環境悪化等の事象が現れ、運用成果が前提条件と異なる場合、その影響は将来にわたって規則的に認識

されるため、当社グループの経営成績および財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

　　　　　　　　　　　　　　 

③マーケットの変化及び技術革新に起因するもの 

　当社グループは、日夜技術革新に努め、高品質かつ高付加価値の製品群を市場に送り出していますが、電子

・情報分野などの、当社製品が関連するマーケットは、技術革新のスピードが極めて速いため、将来にわた

りマーケットの動向を正確に予測し、またそれに対応した製品開発を行っていくのは容易ではありません。

短期間に製品価格が大幅に下落したり、製品のライフサイクルが極端に短くなった場合など、予測を大幅に

超えた状況が出現した場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

④国内経済動向に起因するもの 

　当社グループの製品群は、可視的ではないものも含め、電子・情報分野をはじめとし、自動車、航空機、船

舶、家電、住宅、物流その他日用品など極めて広範な分野で使用されていることから、売上高の伸張率は国内

の経済成長率の推移と非常に強い相関関係が認められるため、国内景気動向は当社グループの経営成績お

よび財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤製造物責任に起因するもの 

　当社グループは、製品の品質につきましては、細心の注意を払い生産を行うと同時に、厳格な品質管理に努

めておりますが、製品自体の品質に起因する製造物賠償責任などが生じた場合、当社グループおよびその製

品に対する信頼を損なうこととなり、また、PL保険の最高限度額を超える損害賠償が発生した場合、当社グ

ループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります 

⑥環境問題及び特有の法的規制に起因するもの 

　当社グループは、地球環境保護につきましては、これを企業の社会的責任と認識し、経営上の重要課題とし

て取り組んでおります。当社グループが手掛ける製品群には、各種化学物質が用いられているため、環境に

関する法令を遵守するとともに、地球温暖化防止に向けた省エネルギー施策や環境負荷物質の排出抑制に

も努めております。しかしながら、予想を超えるような厳しい環境保護規制が将来的に施行された場合、事

業活動が制約を受けたり、これに対応するための設備投資が必要となることなどにより、当社グループの経

営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

⑦為替変動に起因するもの 

　当社グループは、製品の一部を外貨建で輸出しているため、売上債権の回収に際しましては外国為替相場

変動の影響を受けます。現状、外貨建債権額より外貨建債務額を控除した、当社グループにおける為替の

ネットポジションは極めて限定的であり、また、主要通貨の厳格なポジション管理、あるいは有効なリスク

ヘッジに常時努めておりますが、想定外の相場変動が生じた場合や、海外向け外貨建輸出が増大しポジショ

ンが大きく膨らんだ場合、当社グループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

⑧海外事業に起因するもの 

　当社グループは、中国の香港特別行政区、上海、および深?において事業を展開しており、当該現地法人を

取り巻く様々なリスクを早期に察知するよう鋭意努力はしておりますが、予期し得ない政治的、社会的、あ

るいは経済的な要因に基づく、法制・税制、規制の変更、テロ・戦争・内乱の勃発などが生じた場合、当社グ

ループの経営成績および財政状態に影響を与える可能性があります。 

⑨重要な訴訟事件等について 

　重要な訴訟事件等はありません。 
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は平成19年12月14日の取締役会において、当社が神栄商事株式会社を完全子会社とするための株式

交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結致しました。

(1) 株式交換の目的

  当社グループは、これまで連結経営の観点より、グループ全体での収益力と競争力を一層強化していく

ことを目的とし、海外現地法人は全て連結子会社として運営するなど、グループ経営戦略の一体的かつ効

率的な推進体制を整備してまいりました。

  こうした中、各種粘着テープの販売を営む神栄商事は、国内市場において、有力なエンドユーザー様と

の緊密な取引関係を有するなど、当社グループの販売部門として重要な役割を担っておりますが、今回の

完全子会社化により、弊社との経営戦略の一層の共有化、事業基盤の強化、グループ経営資源の最適かつ

効率的な活用による販売体制の整備、グループ経営の機動性の向上等が図られるため、当社および神栄商

事の企業価値が向上するものと判断したものであります。

(2）株式交換比率

  神栄商事の普通株式１株に対し、当社の普通株式６株を割当交付しました。

(3）株式交換比率の算定根拠

  当社は、株式交換比率の公正性および妥当性を担保するため、第三者算定機関である城之尾辰美税理士

に株式交換比率の算定を依頼いたしました。

  城之尾税理士は、神栄商事の株価につき、類似業種批准方式および時価純資産株価方式を用いて算定を

行い、また、これに対応する当社株価につきましては、市場株価平均法を用いて算定を行いました。

  当社および神栄商事は、これらの算定結果を参考に慎重に検討し、交渉・協議を重ね、株式交換比率を

決定致しました。

(4）株式交換期日

  平成20年４月１日

(5）株式交換により交付する当社株式数

  普通株式117,600株

(6）株式交換完全親会社となる会社の資本金・事業の内容（当該株式交換後）

  資本金  3,904百万円

  事業内容  各種粘着テープの製造および販売

　

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発活動につきましては、社是のひとつである、「御得意様への奉仕　よい品を早く

安く」の精神のもと、粘着テープにおける新製品の開発と品質向上、生産・販売効率の向上、環境問題への

対応等をその目的としております。 

  マーケットのニーズに適合した高機能かつ高付加価値の製品を開発していくため、引き続き内外の大学

や研究機関との産学連携を深化させる他、エンドユーザー様との共同研究を強化すること等により、この領

域での活動を一層活発化させる所存であります。 

  当連結会計年度における新たな成果といたしましては、耐熱性、作業性、寸法安定性に優れた、厚さが

0.030mmという、従来にない画期的な超薄型シリコーンゴム粘着テープの開発に成功しており、幅広い産業

分野への製品展開が期待できるものと考えております。 

なお、当連結会計年度における研究開発費は９億93百万円(売上高比3.9％)となりました。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

財政状態の分析

当社グループの財務方針として、安定した手元流動性の維持、将来の設備投資のための資金確保、堅実な

資金管理が挙げられます。

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べて４億25百万円増加の326億96百万円(前年同期

比1.3％増)となりました。

流動資産は、たな卸資産が７億56百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べ３億２百万円増

加の174億60百万円(前年同期比1.8％増)となりました。

　　固定資産は、前連結会計年度末と比べて１億22百万円増加の152億35百万円(前年同期比0.8％増)となりま

した。主な要因としては、建設仮勘定が19億９百万円増加する一方、投資有価証券が10億99百万円減少した

こと等が挙げられます。

　　流動負債は、支払手形及び買掛金が８億58百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べて９億57

百万円増加の82億30百万円(前年同期比13.2％増)となりました。

　　固定負債については、退職給付引当金が40百万円減少したこと、繰延税金負債が３億74百万円減少したこと

等により前連結会計年度末と比べて４億４百万円減少の１億22百万円(前年同期比76.8％減)となりまし

た。

　　純資産合計は、利益剰余金が４億78百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が４億60百万円減少

したこと等により、前連結会計年度末に比べ１億29百万円減少し243億43百万円(前年同期比0.5％減)とな

りました。

　

　　

経営成績の分析

「１業績等の概要、(1)業績」を参照願います。

　

キャッシュ・フローの分析

「１業績等の概要、(2)キャッシュ・フローの状況」を参照願います。

　

　

(注)　事業の状況の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループは粘着テープ専業ですが、提出会社の設備投資等を事業所別にとらえますと、次のとおりで

あります。

事業所名 設備内容 金額(百万円)

大宮工場 粘着テープ製造 41

函南工場 〃 136

佐野工場 〃 586

茨城工場 〃 1,729

本社・研究センター 研究開発設備他 217

合計 2,711

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成20年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業員数
(名)
外〔臨時
従業員〕

建物
及び構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

工具器具
備品

合計

大宮工場
（さいたま市北
区)

粘着テープ
粘着テー
プ製造

171 231
133

(   12)
22 55955〔11〕

函南工場
(静岡県田方郡函
南町)

〃 〃 180 362
150

(   35)
49 74262〔12〕

佐野工場
(栃木県佐野市栄
町)

〃 〃 593 1,163
112

(   64)
44 1,913117〔 8〕

茨城工場
(茨城県北茨城市
中郷町)

〃 〃 815 1,069
1,116
(  79)

48 3,04975〔 7〕

本社、
研究センター他
(東京都品川区)

〃
事務所
研究セン
ター他

401 215
2,213
(   6)

121 2,947223〔18〕
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

提出会社

　

事業所名 設備内容
予算金額
(百万円)

平成20年３
月までの支
払済金額
(百万円)

今後の所要
金額
(百万円)

着工年月
完成予定
年月

必要性及び完成後の
増加能力

大宮工場 

(さいたま市北

区）　

粘着テープ製造 154 7 147
平成20年

4月

平成21年

2月

省力化及び合理
化、増加能力は僅
少であります。

函南工場 

(静岡県田方郡

函南町）　

粘着テープ製造 127 35 92
平成20年

4月

平成21年

2月

佐野工場 

(栃木県佐野市

栄町）　

粘着テープ製造 1,252 230 1,022
平成20年

4月

平成21年

2月

茨城工場 

(茨城県北茨城

市中郷町)　

粘着テープ製造 3,8521,6642,188
平成19年

10月

平成21年

3月
生産能力５%増

本社、研究セン

ターおよび製造

本部加工課(東

京都品川区) 　

事務所研究セン
ター他

306 215 91
平成20年

4月

平成21年

3月

研究開発設備の拡
充

計 5,6932,1533,540

(注) １　上記計画に伴う今後の所要資金は自己資金をもって充当する予定であります。

２　上記の金額には、消費税等は含みません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成20年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年6月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,081,95520,081,955
東京証券取引所
(市場第二部)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 20,081,95520,081,955― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(百万円)

資本金残高

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成8年4月1日～
平成9年3月31日

187,75420,081,955 ― 3,904 ― 3,489

(注)　新株引受権付社債の新株引受権の権利行使
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(5) 【所有者別状況】

平成20年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 21 15 159 29 1 1,8482,073 ―

所有株式数
(単元)

― 47,680 849 49,23416,284 1 86,552200,60021,955

所有株式数
の割合(％)

― 23.77 0.42 24.54 8.12 0.00 43.15100.0 ―

(注)　1.自己株式118,324株は「個人その他」に1,183単元、「単元未満株式の状況」に24株含まれております。

2.「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11単元含まれております。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

寺岡製作所取引先持株会 東京都品川区広町１丁目４番22号 1,682.9 8.38

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,120.3 5.57

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 976.8 4.86

寺岡敬之郎 東京都品川区 879.5 4.37

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 791.8 3.94

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 678.8 3.38

寺岡くに子 東京都品川区 526.0 2.61

アールービーシーデクシアイン
ベスターサービシーズトラスト、
ロンドンクライアントアカウン
ト(常任代理人スタンダード
チャータード銀行)

71 QUEEN VICTORIA STREET,LONDON,EC4V 4DE
(東京都千代田区永田町２丁目11－１山王
パークタワー21階)

470.8 2.34

寺岡製作所従業員持株会 東京都品川区広町１丁目４番22号 380.6 1.89

エスジーエス／エスジービー
ティールクス（常任代理人香港
上海銀行東京支店)

S O C I E T E  G E N E R A L E  2 9  B O U L
EVARD HAUSSMANN PARIS - FRANCE (東京都中
央区日本橋３丁目11－１)

275.6 1.37

計 ― 7,783.3 38.71

（注）　1.上記当社への出資状況の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりです。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)　　 1,120.3千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）　 791.8千株

2.平成20年3月24日付でフィディリティ投信㈱から変更報告書が関東財務局長に提出されておりますが、当社と

して当事業年度末の実質所有株式数が確認できない部分については上記表には含めておりません。また、その変

更報告書の内容は以下のとおりであります。

変更報告者名 フィディリティ投信㈱

保有株式数 1,001.0千株

株式保有割合 4.98%
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 118,300

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式　  

19,941,700
199,417 同上

単元未満株式
普通株式

21,955
― 同上

発行済株式総数 20,081,955― ―

総株主の議決権 ―
199,417

 
―

(注)　1.「単元未満株式数」欄には、当社所有の自己保有株式が24株含まれております。

2.完全議決権株式(その他)には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株（議決権11個）含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社寺岡製作所

東京都品川区
広町１－４－22

118,300 ― 118,300 0.59

計 ― 118,300 ― 118,300 0.59

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】   会社法第155条第３号及び第７号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

 

会社法第155条第３号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成19年12月14日決議)での決議状況
(取得期間平成19年12月17日～平成20年3月13日)

30,000 30,000

当事業年度前における取得自己株式   ― ―

当事業年度における取得自己株式 30,000 21,430

残存決議株式の総数及び価額の総額 ― ―

当事業年度末日現在の未行使割合(％) ― ―

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) ― ―

 

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 

会社法第155条第７号による取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,074 848

当期間における取得自己株式 94 62

　
　
(注)　当期間における取得自己株式には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含めておりません。
　
　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― △117,600 △97,967

その他(単元未満株式の買取り） ―  ― 94 62

保有自己株式数 118,324  ― 818 665

　
(注)　1.当期間における保有自己株式数には、平成20年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
 

      2.当社は平成19年12月14日開催の取締役会において当社の持分法適用関連会社である神栄商事株式会社の完全
子会社化を目的とした、同社との株式交換を決議し、平成20年４月１日に効力が発生致しました。これにより自己株
式が117,600株減少致しました。
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３ 【配当政策】

  当社は、株主の皆様に対する利益還元につきましては、当事業年度の経営成績、配当性向および将来的

な経営諸施策などを勘案しつつ、研究開発・設備投資等の資金需要に備えた安定的な財務基盤を維持す

るために必要な内部留保の蓄積などを総合的に判断したうえで、安定的な配当を継続していくことが経

営上の重要課題であると認識しております。

 当社は、中間配当および期末配当として、年２回の剰余金の処分を行うことを基本方針としております

が、これらの配当を実施する決定機関は、中間配当につきましては取締役会、期末配当につきましては定

時株主総会であります。当社は、会社法第454条第５項に定められている事項（剰余金の中間配当等を取

締役会が決定する旨の定款の定め）につきましては、定款第40条（中間配当）に、「当会社は、取締役会

の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対

し中間配当を行うことができる。」旨を規定しております。

 当期期末配当につきましては、１株当たり７円としております。これにより中間配当と合わせ、当期の１

株当たり配当金は14円となり、配当性向は44.1％となりました。

 当事業年度にかかる剰余金の配当は下表のとおりであります。
　

決議年月日 配当金の総額(百万円) １株当たり配当額(円)

平成19年11月7日取締役会決議 139 ７

平成20年６月27日定時株主総会決議 139 ７

計 279 14

　

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第94期 第95期 第96期 第97期 第98期

決算年月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月

最高(円) 1,361 1,350 1,380 1,195 965

最低(円) 530 786 900 790 556

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高(円) 828 730 750 742 700 673

最低(円) 718 668 650 710 651 556

(注)　最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役社長 (代表取締役) 寺　岡　敬之郎
昭和26年
11月６日生

昭和61年１月

昭和63年６月

平成４年３月

平成６年６月

平成８年９月

  
平成12年６月

当社入社

取締役

取締役茨城工場長

専務取締役管理本部長

専務取締役管理本部長兼研究

開発本部長

代表取締役社長就任(現)

平成20年６月
27日より２年

879.5

常務取締役
(営業本部
管掌)

西　村　敏　信
昭和17年
５月28日生

昭和40年10月

平成４年６月

平成12年４月

平成12年６月

平成16年６月

平成20年4月

当社入社

大阪支店長

東京支店長

取締役東京支店長

常務取締役営業本部長

常務取締役営業部門管掌(現)

平成20年６月
27日より２年

15.6

取締役 (製造本部長) 武　井　邦　之
昭和19年
３月27日生

昭和46年４月

平成８年11月

平成９年12月

平成12年４月

平成16年６月

当社入社

生産技術部長

佐野工場長

研究開発本部長

取締役製造本部長(現)

平成20年６月
27日より２年

12.4

取締役
(研究開発
 本部長)

川　口　健　男
昭和22年
３月23日生

昭和46年４月

平成９年12月

平成12年４月

平成16年６月

当社入社

製品開発研究部長

情報科学研究部長

取締役研究開発本部長(現)

平成20年６月
27日より２年

7.4

取締役
（製造本部副
本部長、兼品
質保証部長）

高　木　清　博
昭和27年
11月20日生

昭和52年４月

平成12年４月

平成15年10月

平成18年６月

　

平成19年４月

当社入社

茨城工場長

函南工場長

取締役製造本部副本部長、兼函

南工場長

取締役製造本部副本部長、兼品

質保証部長(現)

平成20年６月
27日より２年

6.0

取締役
(営業本部長、
兼海外営業部

長)
渡   邉    順

昭和29年
12月７日生

昭和53年５月

平成16年４月

平成19年６月

平成20年１月

平成20年４月

平成20年６月

 

当社入社

東京支店長

執行役員営業本部副本部長、兼

東京支店長

執行役員営業本部副本部長、兼

東京支店長、兼海外営業部長

執行役員営業本部長、兼海外営

業部長

取締役営業本部長、兼海外営業

部長(現)

平成20年６月
27日より２年

1.2

取締役
（管理本部
長、兼総務人
事部長）

野 見 山   豊
昭和29年
３月16日生

平成16年４月

平成17年７月

平成19年６月

平成20年６月

当社入社

総務部長

執行役員管理本部副本部長、兼

総務人事部長

取締役管理本部長、兼総務人事

部長(現)

平成20年６月
27日より２年

0.1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

常勤監査役 服　部　元　昭
昭和17年
11月27日生

昭和40年４月

平成４年11月

平成６年６月

平成16年６月

平成17年６月

平成20年６月

当社入社

総務部長

取締役総務部長

常務取締役管理本部長

専務取締役管理本部長

常勤監査役（現）

平成20年６月
27日より３年

21.6

監査役 堂　本　浩　治
昭和18年
11月13日生

昭和42年４月

平成５年10月

平成12年４月

平成16年６月

平成18年６月

当社入社

仙台営業所長

大阪支店長

取締役大阪支店長

当社監査役(現)

平成19年６月
28日より４年

15.1

監査役 市　川　純　一
昭和21年
２月３日生

平成９年６月

平成13年10月

平成15年６月

平成18年12月

日本信託銀行株式会社取締役

三菱信託銀行株式会社常務取

締役

当社監査役(現)

三菱ＵＦＪトラストビジネス

株式会社常勤監査役(現)

 

平成19年６月
28日より４年

0.5

監査役 西　村　敏　之
昭和18年
９月５日生

昭和47年４月

平成16年６月

平成17年６月

平成19年６月

神奈川電気株式会社(現株式会

社カナデン)入社

当社監査役(現)

株式会社カナデン常務取締役

株式会社カナデン代表取締役

専務取締役(現)

 

平成20年６月
27日より４年

―

計 967.9

(注) １　監査役市川純一及び監査役西村敏之は、会社法第2条第16号に定める「社外監査役」であります。

　

当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監

査役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

　

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

島　本　和　徳 昭和31年７月30日生

昭和54年４月　神奈川電気株式会社(現株式会社

カナデン)入社

平成17年10月　経営戦略室副室長(現)

（注) ―

(注)    補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。

　

　

６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】
当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、当社と利害関係を有する全ての者のため

に、企業価値を持続的に向上させていくという経営の基本方針を実現するためには、時代や社会の要請に適

合したフレキシブルな組織体制を整備し、経営に対する監督・牽制機能を強化することにより、経営の透明

性や公正性を高めていくことが肝要であるとするものです。当社の全役職員は、社会の信頼を得ることを目

的とし、高い倫理観や社会的良識に基づいた企業活動を行っていくために制定された、当社の最高規範とも

言える「寺岡製作所企業憲章」および「寺岡製作所行動基準」を遵守し、かつ実践することを求められて

います。 　

　　　　　　　　　　　　

（1）会社の機関の内容 

　当社の企業統治に関係する機関は、「取締役、取締役会」、「監査役、監査役会」、「内部監査部門」ならび

に「会計監査人」があげられますが、その機能は以下のとおりです。 

①取締役、取締役会 

　取締役会は６名の取締役により構成され、月次で開催されるとともに、必要に応じ臨時に開催されます。取

締役会においては、法令および定款が定める重要事項や、経営に関する重要事項が決定されるとともに、各

取締役が意見を具申し、情報を共有化することで、取締役の業務の執行を監督、あるいは牽制する機関と位

置付けられております。なお、当社では平成20年６月30日現在、社外取締役は選任しておりません。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

②監査役、監査役会 

　当社は監査役会設置会社であり、監査役会は常勤監査役１名、非常勤監査役３名（内２名は社外監査役）

で構成されております。各監査役は、取締役会および社内の重要な会議に出席し、業務・財産の状況調査を

通じて取締役の職務執行を監査しております。また、監査計画に基づいた定例の監査を実施し、必要に応じ
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て各事業所に対する往査を実施するほか、各種重要書類を閲覧することなどにより、実効性のある監査を

行っております。社外監査役の市川純一氏は、三菱UFJトラストビジネス株式会社の常勤監査役を兼務して

おり、永年に亘る金融機関勤務の経験を活かして、幅広い見地から、当社の経営全般に対して指導および監

査を受けております。また、西村敏之氏は株式会社カナデンの代表取締役専務取締役を兼任しており、経営

者の立場から当社の経営全般に対して指導および監査を受けております。なお、社外監査役と当社には、取

引等の利害関係はありません。 

　　　　　　　　　　　　　　　

③内部監査部門 

　内部監査部門には、調査室と兼務している社員が1名配属されております。同部門は、各業務部門からの独

立性を担保された、主に業務管理面を監査する部門であり、法令や社内規定の遵守状況等を監査し、各種の

改善提案を行うほか、取締役会および監査役会への監査報告や意見・情報交換を行うこと等の連携により、

監査の実効性を確保するよう努めております。なお、製造、品質保証、環境対応等に関する監査機能は品質保

証部が有しており、各事業所への往査等を通じ、モノ造りの現場に対する監査を実施しております。 

　　　　　　　　　　　　

④会計監査の状況 

　会社法に基づく会計監査、および金融商品取引法に基づく会計監査にかかる契約は、井上監査法人と締結

しており、監査役との連携を密にしながら監査に当たっておりますが、同監査法人および当社の会計監査に

従事する業務執行社員と当社との間には、特別な利害関係はありません。当社の会計監査業務を執行した公

認会計士は、中松進氏、平松正己氏の２名でありますが、継続監査年数につきましては両氏とも７年以下の

ため記載を省略しております。 

　　　　　　　　　　　　　　

⑤責任限定契約の内容の概要 

　当社と社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づく、損害賠償責任を限定する契約は締結しており

ません。 

　　　　　　　　　　　　

⑥取締役の定数 

　当社の取締役は、７名以内とする旨を定款に定めております。 

　　　　　　　　　

⑦取締役の選任の決議要件 

　当社の取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。 

　　　　　　　　　　　

⑧剰余金の配当等の決定機関 

　当社は、会社法第454条第５項に定められている事項（剰余金の中間配当等を取締役会が決定する旨の定

款の定め）につきましては、定款第40条（中間配当）に、「当会社は、取締役会の決議により、毎年９月30日

の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し中間配当を行うことができ

る。」旨を規定しております。これは、剰余金の配当を取締役会の権限とすることで、株主の皆様に対する機

動的な利益還元を行うことを目的とするためであります。 

　　　　　

（2）内部統制システムの整備の状況 

　内部統制システムの構築につきましては、当期末までにほぼ制度設計を終了させたことを受け、次期より

本格的な運用を行ってまいりますが、当社の重要な経営課題のひとつであるとの認識のもと、完成度が高

く、かつ有効に機能するシステムとして、導入を図るべく経営者が率先して参画することにより内部統制の

有効性を確保すべく対応する所存であります。

　　　　　　

（3）リスク管理体制の整備の状況

①お客様からの製品に関するクレーム、問い合わせ等に対応するため、品質保証部を設置し、製品の品質向

上に役立てております。

②個人情報取扱規定、内部公益通報保護制度などを整備するとともに、コーポレートガバナンス担当役員の

もと、これらの規定の精神を啓蒙する活動に取り組んでおります。 

　　

(4) 役員報酬および監査報酬の内容

①当事業年度に取締役および監査役に支払った報酬額は以下のとおりであります。

取締役　６名　　１０８百万円　(当社には社外取締役はおりません。)

監査役　４名　　　２６百万円　(うち社外監査役２名　　６百万円）

　

②井上監査法人に対して支払われた、公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定

  する業務に基づく監査証明にかかる報酬額は、16百万円であります。

　　なお、上記以外の業務に基づく報酬はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。

  

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)及び前事業年度(平成18年４月１

日から平成19年３月31日まで)は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当連結会計年度(平成19年４

月１日から平成20年３月31日まで)及び当事業年度(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)は金融

商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、井上監査

法人により監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 4,331 6,339

　２　受取手形及び売掛金 注1,4 7,146 7,112

　３　有価証券 2,495 －

　４　たな卸資産 2,773 3,529

　５　繰延税金資産 251 239

　６　その他 162 242

　　　貸倒引当金 △3 △2

　　　流動資産合計 17,15753.2 17,46053.4

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物及び構築物 7,289 7,328

　　　　減価償却累計額 △5,037 2,251 △5,148 2,179

　　(2) 機械装置及び運搬具 17,768 18,225

　　　　減価償却累計額 △14,330 3,438 △15,074 3,151

　　(3) 土地 3,724 3,724

　　(4) 建設仮勘定 244 2,153

　　(5) その他 2,132 2,184

　　　　減価償却累計額 △1,787 345 △1,896 287

　　　有形固定資産合計 10,00331.0 11,49535.2

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウエア 423 324

　　(2) 電話加入権他 9 9

　　　無形固定資産合計 432 1.3 333 1.0

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 注２ 4,133 3,034

　　(2) 繰延税金資産 － 49

　　(3) その他 543 322

　　　投資その他の資産合計 4,67614.5 3,40610.4

　　　固定資産合計 15,11346.8 15,23546.6

　　　資産合計 32,271100.0 32,696100.0
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　 前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 3,893 4,751

　２　短期借入金 注３ 1,007 1,046

　３　未払法人税等 334 322

　４　未払費用 605 578

　５　その他 1,431 1,531

　　　流動負債合計 7,27322.6 8,23025.1

Ⅱ　固定負債

　１　長期未払金 － 117

　２　退職給付引当金 40 －

　３　役員退職慰労引当金 98 －

　４　繰延税金負債 374 －

  ５　負ののれん 11 5

　　　固定負債合計 526 1.6 122 0.4

　　　負債合計 7,79924.2 8,35325.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,90412.1 3,90411.9

　２　資本剰余金 3,49110.8 3,49110.7

　３　利益剰余金 16,25350.3 16,73151.2

　４　自己株式 △76 △0.2 △98 △0.3

　　　株主資本合計 23,57273.0 24,02873.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

855 2.7 395 1.2

　２　為替換算調整勘定 43 0.1 △81 △0.2

　　　評価・換算差額等合計 899 2.8 314 1.0

　　　純資産合計 24,47275.8 24,34374.5

　　　負債純資産合計 32,271100.0 32,696100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 23,536100.0 25,945100.0

Ⅱ　売上原価 注2 17,83075.8 19,89676.7

　　　売上総利益 5,70524.2 6,04823.3

Ⅲ　販売費及び一般管理費 注1,2 4,28118.2 4,50817.4

　　　営業利益 1,4246.1 1,5405.9

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 23 32

　２　受取配当金 51 60

　３　仕入割引 24 31

　４　受取保険金 14 13

　５　為替差益 3 －

　６　持分法による投資利益 10 13

　７　その他 23 152 0.6 30 181 0.7

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 3 6

　２　為替差損 － 142

　３　棚卸資産廃棄損 27 5

　４　固定資産除却損 15 10

　５　その他 7 54 0.2 18 183 0.7

　　　経常利益 1,5226.5 1,5385.9

Ⅵ　特別利益

　１　土地売却益 481 －

　２　貸倒引当金戻入益 － 481 2.0 1 1 0.0

Ⅶ　特別損失

　１　投資有価証券評価損 － 373

  ２  子会社設立費用 － － － 11 384 1.5

　　　税金等調整前当期純利益 2,0038.5 1,1544.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

506 495

　　　法人税等調整額 255 761 3.2 △98 396 1.5

　　　当期純利益 1,2425.3 758 2.9
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,904 3,491 15,325 △75 22,645

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △279 △279

　利益処分による役員賞与 △34 △34

　当期純利益 1,242 1,242

　自己株式の取得 △0 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ － 928 △0 927

平成19年３月31日残高(百万円) 3,904 3,491 16,253 △76 23,572

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,257 36 1,294 23,940

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △279

　利益処分による役員賞与 △34

　当期純利益 1,242

　自己株式の取得 △0

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△402 6 △395 △395

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△402 6 △395 531

平成19年３月31日残高(百万円) 855 43 899 24,472
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,904 3,491 16,253 △76 23,572

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △279 △279

　当期純利益 758 758

　自己株式の取得 △22 △22

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

－ － 478 △22 455

平成20年３月31日残高(百万円) 3,904 3,491 16,731 △98 24,028

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 855 43 899 24,472

連結会計年度中の変動額

　剰余金の配当 △279

　当期純利益 758

　自己株式の取得 △22

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△459 △124 △584 △584

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△459 △124 △584 △129

平成20年３月31日残高(百万円) 395 △81 314 24,343
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】
　

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１　税金等調整前当期純利益 2,003 1,154

　２　減価償却費 1,173 1,372

　３　貸倒引当金の増減額 △1 △1

　４　退職給付引当金の増減額 △194 △40

　５　役員退職慰労引当金の増減額 △54 △98

　６　受取利息及び受取配当金 △75 △92

　７　支払利息 3 6

　８　持分法による投資損益 △10 △13

　９　土地売却益 △481 －

　10　投資有価証券評価損 － 373

　11　売上債権の増減額 △705 △19

　12　棚卸資産の増減額 71 △766

　13　仕入債務の増減額 88 908

　14　未払消費税等の増減額 31 △83

　15　役員賞与の支払額 △34 －

　16　その他 253 0

　　　　小計 2,069 2,699

　17　利息及び配当金の受取額 76 93

　18　利息の支払額 △3 △6

　19　法人税等の支払額 △448 △486

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,693 2,300

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１　有価証券の取得による支出 △4,593 △1,395

　２　有価証券の売却・償還による収入 3,699 3,392

　３　有形固定資産の取得による支出 △732 △2,644

　４　土地の売却による収入 495 －

　５　無形固定資産の取得による支出 △31 △64

　６　投資有価証券の取得による支出 △398 △35

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △1,560 △748

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１　配当金の支払額 △279 △279

　２　短期借入金の純増減額 △30 39

　３　その他 △0 △22

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △311 △262

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 5 △81

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 △173 1,208

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 5,004 4,831

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 注１ 4,831 6,039
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数　　　　３社
寺岡製作所(香港)有限公司
寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司
寺岡（深?）高機能膠粘帯有限公司
　　　　　　　　
寺岡(深?）高機能膠粘帯有限公司は、
寺岡製作所(香港)有限公司の100％出
資の子会社として、平成18年11月20日
に設立いたしました。

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数　　　　　３社
寺岡製作所(香港)有限公司
寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司
寺岡（深?）高機能膠粘帯有限公司

２　持分法の適用に関する事
項

すべての関連会社に持分法を適用して
おります。
持分法適用の関連会社数　　１社
　　　神栄商事株式会社

すべての関連会社に持分法を適用して
おります。
持分法適用の関連会社数　　１社
　　  神栄商事株式会社

神栄商事株式会社は平成20年
４月１日効力発生の株式交換
により、当社の100％子会社と
なります。  

３　連結子会社の事業年度等
に関する事項

　連結子会社の決算日が連結決算日と
異なる会社は次のとおりであります。
　　　　 会社名 　　　　 決算日 
寺岡製作所(香港)有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日
寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日
寺岡（深?）高機能膠粘帯有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日

　当連結会計年度において寺岡製作所
(香港)有限公司の決算日を3月31日よ
り、12月31日に変更いたしました。
　連結決算日現在で本決算に準じた仮
決算を行った財務諸表を基礎にしてお
ります。

　連結子会社の決算日が連結決算日と
異なる会社は次のとおりであります。
　　　　 会社名 　　　　 決算日 
寺岡製作所(香港)有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日
寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日
寺岡（深?）高機能膠粘帯有限公司
　　　　　　　　　　　12月31日
　
　
　
　連結決算日現在で本決算に準じた仮
決算を行った財務諸表を基礎にしてお
ります。

４　会計処理基準に関する事
項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方
法

　　たな卸資産
　　　主として総平均法による低価法

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方
法

　　たな卸資産
　　　主として総平均法による低価法

　　有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　①　時価のあるもの
　　　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算
定)

　　　　②　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法

　　有価証券
　　　　その他有価証券
　　　　①　時価のあるもの

同左
 
 
 
 

　　　　②　時価のないもの
同左

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　・有形固定資産
　　　　　　当社は、主として定率法(ただ

し、平成10年４月１日以
降に取得した建物(附属
設備を除く)は定額法)を
採用し、在外連結子会社
は主として定額法を採用
しております。
なお、主な耐用年数は以
下のとおりであります。

　　　建物及び構築物　　　３～50年
　　　機械装置及び運搬具　４～10年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の
方法

　・有形固定資産
同左

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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　・無形固定資産
　　　　　　定額法を採用しております。
　　　　　　なお、自社利用のソフトウェア

については、社内におけ
る利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用して
おります。

　・無形固定資産
同左

(ハ)重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金…債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権に
ついては貸倒実績率
により、貸倒懸念債
権等については個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込み
額を計上しておりま
す。

(ハ)重要な引当金の計上基準
　　貸倒引当金

同左

　　退職給付引当金
　　　当社…従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上し
ております。

　　　数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(５年)による定率法に
より翌連結会計年度から費用処理
することとしております。

　　退職給付引当金
　　　当社…従業員の退職給付に備える
ため、当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上し
ております。
　なお、当連結会計年度末において
は、年金資産見込額が退職給付引
当金残高を超過しているため、そ
の超過額を「投資その他の資産」
の「その他」に含めて資産の部に
計上しております。
　数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)による定率法
により翌連結会計年度から費用処
理することとしております。

　　　　　　　　　　
　　　在外子会社…退職金制度がないた

め、計上しており
ません。

　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　在外子会社…退職金制度がないた
め、計上しており
ません。

　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　

　　役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支出に備えて、

役員退職慰労金規定に基づく期末
要支給額を計上しております。

　　　

　　役員退職慰労引当金
　（追加情報）
　　　当社は役員退職慰労金制度を廃止
することとし、平成19年６月28日
開催の定時株主総会において退職
慰労金の打ち切り支給案が承認可
決されました。
これにより、当連結会計年度にお
いて「役員退職慰労引当金」を全
額取り崩し、打ち切り支給額の未
払い分については、固定負債の
「長期未払金」に含めて表示して
おります。

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)
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(ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理し
ております。なお、在外連結子会社
等の資産及び負債は連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均為替
相場により円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めて計上しておりま
す。

　　　在外連結子会社の財務諸表項目の
うち収益及び費用については、従
来、連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算しておりました
が、当連結会計年度より期中平均
為替相場により換算する方法に変
更いたしました。 
　この変更は、在外連結子会社の収
益及び費用の重要性が増してきた
ことに伴い、為替相場の変動をよ
り適切に経営成績に反映し、期間
損益計算の適正化を図るために行
うものであります。 
　この変更による損益に与える影
響は軽微であります。

(ニ)重要な外貨建の資産又は負債の本
邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算
日の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処理
しております。なお、在外連結子会
社等の資産及び負債は連結決算日
の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均為替
相場により円貨に換算し、換算差
額は純資産の部における為替換算
調整勘定に含めて計上しておりま
す。
 
 
 
 

(ホ)重要なリース取引の処理の方法
　　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理
は税抜方式によっております。

(ホ)重要なリース取引の処理の方法
同左
 
 
 
 
 

(ヘ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価に
ついては、全面時価評価法を採用して
おります。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

負ののれんは、5年間で均等償却してお
ります（ただし金額が僅少な場合は当
該連結会計年度に償却を行っておりま
す)。

同左

　

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　連結キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金(現金及び現金同等物)は、手
許現金、随時引き出し可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わない
取得日から３ヶ月以内に償還期限の到
来する短期投資からなっております。

同左
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会計処理の変更

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平

成17年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基

準適用指針第８号　平成17年12月９日)を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は244

億72百万円であります。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

(企業結合に係る会計基準等)

　当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」

(企業会計審議会　平成15年10月31日)及び「事業分

離等に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平

成17年12月27日　企業会計基準第7号)ならびに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準委員会　最終改正平成18

年12月22日　企業会計基準適用指針第10号)を適用

しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　連結財務諸表規則の改正による連結財務諸表の表

示に関する変更は以下のとおりであります。

　(連結貸借対照表)

　「連結調整勘定」は、当連結会計年度から「負の

のれん」として表示しております。

　　　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準等の一部改正）

 当連結会計年度から、改正後の「自己株式及び準

備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 最終改正平成18年８月11日　企業会計

基準第１号）及び「自己株式及び準備金の額の減

少等に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基

準適用指針第２号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度

における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。

 

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

前連結会計年度
(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)
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　　　　　　　　　――――― 

 

（減価償却方法）

  法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日

 政令第83号))に伴い、当連結会計年度から、平成19

年４月１日以降に取得したものについては、改正後

の法人税法に基づく方法に変更しております。

これに伴い前連結会計年度と同一の方法によった

場合と比べ、減価償却費が21百万円増加し、営業利

益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益が18百

万円それぞれ減少しております。

（追加情報）

  当連結会計年度から、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限度額まで償却が

終了した翌年から５年間で均等償却する方法に

よっております。

  これに伴い、前連結会計年度と同一の方法によっ

た場合と比べ、減価償却費が137百万円増加し、営業

利益、経常利益、及び税金等調整前当期純利益が124

百万円それぞれ減少しております。
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注記事項

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

注１　受取手形割引高　　　　　　　　　　 39百万円 注１　受取手形割引高　　　　　　　　　   72百万円

注２　関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 99百万円

注２　関連会社に対するもの

投資有価証券(株式) 112百円

注３　貸出コミットメント契約 

　当社において、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

　 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 1,000百万円

注３　貸出コミットメント契約

　当社において、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

　 当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出

コミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 1,000百万円

注４　連結会計年度末日満期手形

　　連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日で

あったため、次の連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。

　　　　　　　　受取手形　　　 　　　　363百万円

注４　

                ――――― 

　

　

(連結損益計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

注１　販売費及び一般管理費　　　　 4,281百万円

　　　主な費目及び金額は次の通りであります。

運賃 755百万円

販売手数料 93

給料 1,021

従業員賞与 413

賃借料 144

減価償却費 313

注１　販売費及び一般管理費　　 　　 4,508百万円

　　　主な費目及び金額は次の通りであります。

運賃 814百万円

販売手数料 99

給料 1,048

従業員賞与 412

賃借料 138

減価償却費 334

注２　一般管理費、及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、919百万円であります。

注２　一般管理費、及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、993百万円であります。

　

EDINET提出書類

株式会社寺岡製作所(E01011)

有価証券報告書

40/82



(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,081,955 － － 20,081,955

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 86,387 863 － 87,250

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加 　　863株

　
　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

普通株式 139 7 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月15日
取締役会

普通株式 139 7 平成18年９月30日 平成18年12月４日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 139 7 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,081,955 － － 20,081,955

　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 87,250 31,074 － 118,324

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　会社法第155条第３号の規定に基づく株式の取得による増加 　　30,000 株

　単元未満株式の買取りによる増加 　1,074株

　
　
３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日
定時株主総会

普通株式 139 7 平成19年３月31日 平成19年６月29日

平成19年11月７日
取締役会

普通株式 139 7 平成19年９月30日 平成19年12月４日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 139 7 平成20年３月31日 平成20年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

注１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

　　 表に掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日)

現金及び預金勘定

取得日から3か月以内に償還期限

の到来する短期投資(有価証券)

4,331百万円

　　

500百万円

現金及び現金同等物 4,831百万円

注１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

　　 表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年３月31日)

現金及び預金勘定

預入期間が3ヶ月を超える定期

預金

6,339百万円

　　　　　

△300百万円

現金及び現金同等物 6,039百万円

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具

備品

車両及び

運搬具
合計

取得価額
相当額

5百万円48百万円53百万円

減価償却
累計額相当額

4 29 33

期末残高
相当額

1 18 20

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

工具器具

備品

車両及び

運搬具
合計

取得価額
相当額

2百万円29百万円32百万円

減価償却
累計額相当額

1 18 19

期末残高
相当額

0 11 12

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 11

計 20

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6百万円

１年超 6

計 12

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　③　当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

　③　当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 9

計 14

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 15

計 23
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 1,464 3,019 1,555

　②　債券 1,096 1,096 0

　③　その他 999 999 －

小　　　計 3,559 5,115 1,555

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　①　株式 1,112 994 △117

　②　債券 400 400 △0

　③　その他 － － －

小　　　計 1,513 1,394 △118

合　　　計 5,072 6,510 1,437

　

２　時価評価されていない主な有価証券

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

　非上場株式　　 18

　

３　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

区分 １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円)

　債券

　　　国債・地方債等 1,096 －

　　　社債 400 －

　その他 999 －

合計 2,495 －
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当連結会計年度

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表計上額

(百万円)
差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　　　株式 976 1,746 769

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　　　株式 1,262 1,156 △105

合　　　計 2,238 2,902 664

　

２　時価評価されていない主な有価証券

連結貸借対照表計上額(百万円)

その他有価証券

　非上場株式　　 18

(注)  当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について373百万円減損処理を行っております。

なお、下落率が30％以上の株式の減損にあっては回復の可能性があると認められる場合を除き減損処理をおこ

なっております。

 

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(退職給付関係)

前連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ

れていない割増退職金を支払う場合があります。なお、在外連結子会社には退職金制度はありませ

ん。
　

２　退職給付債務に関する事項(平成19年３月31日現在)
　

イ　退職給付債務 △3,836百万円

ロ　年金資産 4,252百万円

ハ　未認識数理計算上の差異の未処理額 △457百万円

ニ　退職給付引当金 △40百万円
　 ３　退職給付費用に関する事項(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)
　

イ　勤務費用 208百万円

ロ　利息費用 77百万円

ハ　期待運用収益 △82百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △177百万円

ホ　退職給付費用 26百万円
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

イ　割引率 2.0％

ロ　期待運用収益率 2.0％

ハ　数理計算上の差異の処理年数 翌年度より５年　(定率法)

　

当連結会計年度

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とさ

れていない割増退職金を支払う場合があります。なお、在外連結子会社には退職金制度はありませ

ん。
　

２　退職給付債務に関する事項(平成20年３月31日現在)
　

イ　退職給付債務 △3,804百万円

ロ　年金資産 3,642百万円

ハ　未認識数理計算上の差異の未処理額 313百万円

ニ　退職給付引当金

   (「投資その他の資産」の「その他」）
151百万円

　 ３　退職給付費用に関する事項(平成19年４月１日から平成20年３月31日まで)
　

イ　勤務費用 205百万円

ロ　利息費用 76百万円

ハ　期待運用収益 △85百万円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 △168百万円

ホ　退職給付費用 28百万円
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　

イ　割引率 2.0％

ロ　期待運用収益率 2.0％

ハ　数理計算上の差異の処理年数 翌年度より５年　(定率法)
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

(百万円)

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金 0 0

未払賞与 203 190

未払事業税 26 26

未実現棚卸資産売却益 15 12

その他 5 9

計 251 239

繰延税金資産(固定)

減価償却費 210 223

退職給付引当金 16 －

役員退職慰労引当金 40 －

長期未払金 － 47

投資有価証券評価損 89 240

ゴルフ会員権評価損 1 1

その他 4 11

繰延税金負債(固定)との相殺 △362 △474

計 － 49

繰 延 税 金 資 産　　合計 251 288

繰延税金負債(固定)

固定資産圧縮積立金 － △144

固定資産圧縮特別勘定積立金 △155 －

その他有価証券評価差額金 △582 △268

その他 － △61

繰延税金資産(固定)との相殺 362 474

繰 延 税 金 負 債　　合計 △374 －

差 引 繰 延 税 金 負 債　　合 計 △123 －

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

法定実効税率 40.4％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.5％

　住民税均等割等 1.4％

　税額控除 △1.8％

　海外子会社における税率差異 △2.3％

　その他 0.2％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.0％

法定実効税率 40.4％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △1.1％

　住民税均等割等 2.3％

　税額控除 △6.6％

　海外子会社における税率差異 △2.6％

　その他 1.0％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 34.4％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメ

ントの資産の金額の合計額に占める粘着テープ事業の割合が、いずれも90％を超えているため、事業の

種類別セグメントの記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産

の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメントの記載を

省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

アジア 北米 欧州 その他 計

海外売上高(百万円) 5,553 222 246 8 6,031

連結売上高(百万円) 23,536

連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

23.6 0.9 1.1 0.0 25.6

(注)　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

１　国又は地域の区分の方法　　　　　　　　　　地理的近接度による

２　各区分に属する主な国又は地域　　　　　　　アジア：中国、シンガポール等

北米：アメリカ等

欧州：ヨーロッパ諸国

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

アジア 北米 欧州 その他 計

海外売上高(百万円) 6,764 310 236 8 7,321

連結売上高(百万円) 25,945

連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

26.1 1.2 0.9 0.0 28.2

(注)　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

１　国又は地域の区分の方法　　　　　　　　　　地理的近接度による

２　各区分に属する主な国又は地域　　　　　　　アジア：中国、シンガポール等

北米：アメリカ等

欧州：ヨーロッパ諸国
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【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

関連当事者との取引

　　子会社等

　

属性 会社名称 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

神栄商事
株式会社

東京都
品川区

16

各種粘着
テープの卸
売及び小売
業

所有
直接
38.75

兼任
　１人

当社
製品・
商品の
販売

製品商品
の販売 1,155

売掛金
及び受
取手形

240

建物の
賃貸 5 ― ―

(注) １　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んでおります。

２　当社製品・商品の販売及び建物の賃貸についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者

と同様の条件によっております。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

関連当事者との取引

　　子会社等

　

属性 会社名称 住所
資本金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

取引内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
事業上
の関係

関連
会社

神栄商事
株式会社

東京都
品川区

16

各種粘着
テープの卸
売及び小売
業

所有
直接
38.75

兼任
　１人

当社
製品・
商品の
販売

製品商品
の販売 1,229

売掛金
及び受
取手形

195

建物の
賃貸 5 ―

(注) １　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、残高は消費税等を含んでおります。

２　当社製品・商品の販売及び建物の賃貸についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者

と同様の条件によっております。

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,223円93銭１株当たり純資産額 1,219円37銭

１株当たり当期純利益 62円12銭１株当たり当期純利益 37円93銭

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前連結会計年度
(平成19年３月31日)

当連結会計年度
(平成20年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 24,472 24,343

普通株式に係る純資産額(百万円) 24,472 24,343

普通株式の発行株式数(株) 20,081,955 20,081,955

普通株式の自己株式数(株) 87,250 118,324

１株当り純資産額の算定に用いられた普通株式の

数(株)
19,994,705 19,963,631

　

　

　

２　１株当たり当期純利益

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,242 758

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,242 758

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円) － －

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 19,995,137 19,986,656
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前連結会計年度末残高
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当連結会計年度末残高
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 10億7百万円 10億46百万円 1.51 ―

(注) 「平均利率」については、借入金の当連結会計年度末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

　

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】
　

前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 3,686 5,709

　２　受取手形
注1,2
    5

4,088 3,832

　３　売掛金 注２ 3,114 3,317

　４　有価証券 2,495 －

　５　商品 112 90

　６　製品 488 684

　７　原材料 781 901

　８　仕掛品 1,178 1,655

　９　貯蔵品 92 91

　10　繰延税金資産 235 226

　11　その他 注２ 197 192

　12　貸倒引当金 △3 △2

　　　流動資産合計 16,46951.9 16,69952.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 6,271 6,358

　　　　減価償却累計額 △4,211 2,060 △4,360 1,997

　　(2) 構築物 1,001 944

　　　　減価償却累計額 △812 188 △781 162

　　(3) 機械及び装置 17,482 17,908

　　　　減価償却累計額 △14,144 3,337 △14,886 3,021

　　(4) 車両及び運搬具 162 167

　　　　減価償却累計額 △146 15 △148 19

　　(5) 工具器具及び備品 2,116 2,170

　　　　減価償却累計額 △1,775 340 △1,885 284

　　(6) 土地 3,724 3,724

　　(7) 建設仮勘定 179 2,153

　　　　有形固定資産合計 9,84631.0 11,36435.3

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 423 323

　　(2) 電話加入権 9 9

　　　無形固定資産合計 432 1.4 332 1.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 4,033 2,922

　　(2) 関係会社株式 445 445

　　(3) 関係会社出資金 33 33

　　(4) 長期前払費用 46 170

　　(5) 差入保証金 89 87

　　(6) 役員積立保険 24 24

　　(7) 繰延税金資産 － 48

　　(8) その他 328 30

　　　投資その他の資産合計 5,00015.7 3,76011.7

　　　固定資産合計 15,27948.1 15,45748.0

　　　資産合計 31,748100.0 32,157100.0
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形 330 269

　２　買掛金 3,570 4,444

　３　短期借入金 注４ 1,000 1,000

　４　未払金 678 749

　５　未払法人税等 315 317

　６　未払費用 600 573

　７　預り金 43 47

　８　設備関係支払手形 93 36

　９　設備関係未払金 590 723

　10　その他 17 14

　　　流動負債合計 7,24022.8 8,17525.4

Ⅱ　固定負債

　１　長期未払金 － 117

　２　退職給付引当金 40 －

　３　役員退職慰労引当金 98 －

　４　繰延税金負債 375 －

　　　固定負債合計 514 117

　　　負債合計 7,75524.4 8,29225.8
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　 前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 3,90412.3 3,90412.1

　２　資本剰余金

　　　  資本準備金 3,489 3,489

　　　　資本剰余金合計 3,48911.0 3,48910.9

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 635 635

　　(2) その他利益剰余金

　　　　固定資産圧縮積立金 9 221

　　　　固定資産圧縮特別勘定
　　　　積立金

229 －

　　　　別途積立金 11,170 11,170

　　　　繰越利益剰余金 3,775 4,147

　　　　利益剰余金合計 15,82049.8 16,17450.3

　４　自己株式 △76 △0.2  △98 △0.3

　　　株主資本合計 23,13772.9 23,46973.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

855 395

　　　評価・換算差額等合計 855 2.7 395 1.2

　　　純資産合計 23,99275.6 23,86474.2

　　　負債純資産合計 31,748100.0 32,157100.0
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② 【損益計算書】

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高

　１　製品売上高 21,806 24,092

　２　商品売上高 1,230 23,037100.0 1,270 25,362100.0

Ⅱ　売上原価

　１　期首商品製品棚卸高 565 601

　２　当期製品製造原価 注2 16,696 18,895

　３　当期商品仕入高 1,113 1,145

　　　　合計 18,376 20,642

　４　製品他勘定振替高 9 18

　５　期末商品製品棚卸高 601 17,76577.1 774 19,84978.3

　　　売上総利益 5,27122.9 5,51321.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費 注1,2 4,03917.5 4,25016.8

　　　営業利益 1,2325.3 1,2625.0

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 8 19

　２　受取配当金 52 92

　３　仕入割引 24 31

　４　為替差益 15 －

　５　受取保険金 14 13

　６　その他収益 17 133 0.6 15 173 0.7

Ⅴ　営業外費用

　１　為替差損 － 30

　２　棚卸資産廃棄損 27 5

　３　固定資産除却損 15 10

　４　製品補償費用　 － 12

　５　その他費用 8 51 0.2 5 65 0.3

　　　経常利益 1,3135.7 1,3705.4

Ⅵ　特別利益

　　　土地売却益 481 －

　　　貸倒引当金戻入益 － 481 2.1 1 1 0.0

Ⅶ　特別損失

      投資有価証券評価損 － － 373 373 1.5

　　　税引前当期純利益 1,7957.8 998 3.9

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

473 465

　　　法人税等調整額 254 727 3.2 △101 364 1.4

　　　当期純利益 1,0674.6 634 2.5
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製造原価明細書

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 10,906 65.8 13,162 67.8

Ⅱ　労務費 2,276 13.7 2,357 12.1

Ⅲ　経費 3,388 20.5 3,895 20.1

(うち減価償却費) (849) (1,029)

(うち外注加工費) (360) (426)

当期総製造費用 16,571100.0 19,415100.0

期首仕掛品棚卸高 1,349 1,178

合計 17,920 20,593

他勘定振替高 45 42

期末仕掛品棚卸高 1,178 1,655

当期製品製造原価 16,696 18,895

(注)　原価計算の方法は製品別工程別総合原価計算によっております。
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

　

項目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(百万円) 3,904 3,489 3,489

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　利益処分による役員賞与

　固定資産圧縮積立金の取崩

　固定資産圧縮特別勘定積立金
　の積立

　当期純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成19年３月31日残高(百万円) 3,904 3,489 3,489

　

項目

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

固定資産圧
縮積立金
　

固定資産圧
縮特別勘定
積立金

別途積立金
　
　

繰越利益
剰余金
　

平成18年３月31日残高(百万円) 635 11 － 11,1703,250 15,066 △ 75 22,384

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △ 279 △ 279 △ 279

　利益処分による役員賞与 △ 34 △ 34 △ 34

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 1 1 － －
　固定資産圧縮特別勘定積立金
　の積立 229 △229 － －

　当期純利益 1,067 1,067 1,067

　自己株式の取得　　　 △ 0 △ 0
　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － △ 1 229 － 525 753 △ 0 752

平成19年３月31日残高(百万円) 635 9 229 11,1703,775 15,820 △ 76 23,137

　

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,257 1,257 23,642

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △279

　利益処分による役員賞与 △34

　固定資産圧縮積立金の取崩 －

　固定資産圧縮特別勘定積立金
 の積立

－

　当期純利益 1,067

　自己株式の取得　　　　 △0

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△402 △402 △402

事業年度中の変動額合計(百万円) △402 △402 350

平成19年３月31日残高(百万円) 855 855 23,992
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当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

　

項目

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,904 3,489 3,489

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　固定資産圧縮積立金の積立

　固定資産圧縮積立金の取崩

　固定資産圧縮特別勘定積立金
　の取崩

　当期純利益

　自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － － －

平成20年３月31日残高(百万円) 3,904 3,489 3,489

　

項目

株主資本

利益剰余金

自己株式
株主資本合
計利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金
合計

固定資産圧
縮積立金
　

固定資産圧
縮特別勘定
積立金

別途積立金
　
　

繰越利益
剰余金
　

平成19年３月31日残高(百万円) 635 9 229 11,1703,775 15,820 △ 76 23,137

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △279 △279 △279

　固定資産圧縮積立金の積立 229 △229 － －

　固定資産圧縮積立金の取崩 △17 17 － －

　固定資産圧縮特別勘定積立金
　の取崩 △229 229 － －

　当期純利益 634 634 634

　自己株式の取得　　　 △22 △22

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(百万円) － 211 △229 － 371 354 △22 331

平成20年３月31日残高(百万円) 635 221 － 11,1704,147 16,174 △98 23,469

　

項目

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 855 855 23,992

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 △279

　固定資産圧縮積立金の積立 －

　固定資産圧縮積立金の取崩 －

　固定資産圧縮特別勘定積立金
  の取崩

－

　当期純利益 634

　自己株式の取得　　　　 △22

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△459 △459 △459

事業年度中の変動額合計(百万円) △459 △459 △128

平成20年３月31日残高(百万円) 395 395 23,864
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評
価方法

その他有価証券
　時価のあるもの
　　決算期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平均
法により算定)

　時価のないもの
　　移動平均法による原価法
子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法

その他有価証券
　時価のあるもの

同左
　　

 
　　　 

　時価のないもの
同左

子会社株式及び関連会社株式
同左

２　たな卸資産の評価基準及び
評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品　
　　：総平均法による低価法

商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品　
　　 ：        同左        

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産
　　定率法(ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設備を除
く)については定額法)を採用して
おります。

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりで
あります。

　　建物及び構築物　　　　３～50年
　　機械装置及び車輌運搬具
　　　　　　　　　　　　　４～10年

(1) 有形固定資産
同左

(2) 無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用して
おります。

(2) 無形固定資産
同左

４　引当金の計上基準 貸倒引当金
　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見込み
額を計上しております。

貸倒引当金
同左

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当
期末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき、当期末に
おいて発生していると認められる
額を計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数(５年)による定率法に
より翌事業年度から費用処理する
こととしております。

退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当期

末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当期末にお
いて発生していると認められる額
を計上しております。 
　なお、当期末においては、年金資産
見込額が退職給付引当金残高を超
過しているため、その超過額を「投
資その他の資産」の「その他」に
含めて資産の部に計上しておりま
す。 
　数理計算上の差異は、その発生時
の従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)による定率法
により翌事業年度から費用処理す
ることとしております。
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項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備えて、役
員退職慰労金規定に基づく期末要
支給額を計上しております。

役員退職慰労引当金

　（追加情報）

　　当社は役員退職慰労金制度を廃止す
ることとし、平成19年６月28日開催
の定時株主総会において退職慰労
金の打ち切り支給案が承認可決さ
れました。
これにより、当期において「役員退
職慰労引当金」を全額取り崩し、打
ち切り支給額の未払い分について
は、固定負債の「長期未払金」に含
めて表示しております。

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。

同左

６　その他財務諸表作成のため

の重要な事項

消費税等の会計処理方法

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜方式によっております。

消費税等の会計処理方法

同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
  至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
  至　平成20年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）

　当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」(企業会計基準第５号　平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月９日)を適用しており

ます。

　これによる損益に与える影響はありません。

　なお、従来の資本の部の合計に相当する金額は239

億92百万円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

（自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計

基準等の一部改正）

　当事業年度から、改正後の「自己株式及び準備金

の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準

委員会最終改正平成18年８月11日　企業会計基準第

１号）及び「自己株式及び準備金の額の減少等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会　最終改正平成18年８月11日　企業会計基準適用

指針第２号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。

　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　――――― 

 

（減価償却方法）

  法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税

法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日

 政令第83号))に伴い、当期から、平成19年４月１日

以降に取得したものについては、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。

これに伴い前期と同一の方法によった場合と比べ、

減価償却費が21百万円増加し、営業利益、経常利益、

及び税引前当期純利益が18百万円それぞれ減少し

ております。

（追加情報）

  当期から、平成19年３月31日以前に取得したもの

については、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっておりま

す。

  これに伴い、前期と同一の方法によった場合と比

べ、減価償却費が137百万円増加し、営業利益、経常

利益、及び税引前当期純利益が124百万円それぞれ

減少しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

注１　受取手形割引高　　　　　　　　　　 39百万円 

 

注１　受取手形割引高　　　　　　　　　　 72百万円

 

注２　このうち関係会社に対する資産及び負債は次の通

りであります。

受取手形 123百万円

売掛金

その他

612百万円

42百万円

注２　このうち関係会社に対する資産及び負債は次の通

りであります。

受取手形 83百万円

売掛金

その他

732百万円

4百万円

注３　偶発債務

　　　下記の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保

証を行っております。

寺岡(上海)高機能膠粘帯

有限公司
7百万円

注３　偶発債務

下記の会社の金融機関等からの借入等に対し、債

務保証を行っております。

寺岡(上海)高機能膠粘帯

有限公司
3百万円

寺岡(深?)高機能膠粘帯

有限公司
74百万円

注４　貸出コミットメント契約

　当社において、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 1,000百万円

注４　貸出コミットメント契約

　当社において、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行３行と当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しております。

　当事業年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 1,000百万円

差引額 1,000百万円

注５　事業年度末日満期手形

　　　事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をしております。なお、当事

業年度の末日は金融機関の休日であったため、次

の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含ま

れております。

　　　受取手形　　　　　　　　　　363百万円

注５　

                     ――――― 
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

注１　販売費及び一般管理費 4,039百万円

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は44％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56％であります。主な費目及び金額は次の通りで

あります。

運賃 726百万円

販売手数料 93

給料 940

従業員賞与 413

賃借料 106

減価償却費 297

注１　販売費及び一般管理費 4,250百万円

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は44％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

56％であります。主な費目及び金額は次の通りで

あります。

運賃 775百万円

販売手数料 99

給料 966

従業員賞与 412

賃借料 100

減価償却費 316

注２　一般管理費、及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、919百万円であります。

注２　一般管理費、及び当期製造費用に含まれる研究開

発費は、993百万円であります。

　

　

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 86,387 863 － 87,250

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　863株

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 87,250 31,074 － 118,324

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　会社法第155条第３号の規定に基づく株式の取得による増加 　　   30,000株

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　1,074株
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具
備品

車両及び
運搬具

合計

　取得価額
　相当額

5百万円 48百万円53百万円

　減価償却
　累計額
　相当額

4 29 33

　期末残高
　相当額

1 18 20

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。

工具器具
備品

車両及び
運搬具

合計

　取得価額
　相当額

2百万円 29百万円32百万円

　減価償却
　累計額
　相当額

1 18 19

　期末残高
　相当額

0 11 12

　　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9百万円

１年超 11

計 20

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。

　②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 6百万円

１年超 6

計 12

　　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。

　③　当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

　

　③　当期の支払リース料、減価償却費相当額

支払リース料 8百万円

減価償却費相当額 8百万円

　

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

　④　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 9

計 14

２　オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料

１年以内 7百万円

１年超 15

計 23
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(有価証券関係)

　前事業年度(自平成18年４月１日　至平成19年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。

　当事業年度(自平成19年４月１日　至平成20年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。

　

　

(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成19年３月31日)
(百万円)

当事業年度
(平成20年３月31日)

(百万円)

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金 0 0

未払賞与 203 190

未払事業税 26 26

その他 5 9

計 235 226

繰延税金資産(固定)

減価償却費 210 223

退職給付引当金 16 －

役員退職慰労引当金 40 －

長期未払金 － 47

投資有価証券評価損 89 240

ゴルフ会員権評価損 1 1

その他 4 10

繰延税金負債(固定)との相殺 △362 △474

計 － 48

繰　延  税  金  資  産 　　合 計 235 275

繰延税金負債(固定)

固定資産圧縮積立金 － △144

固定資産圧縮特別勘定積立金 △155 －

その他有価証券評価差額金 △582 △268

その他 － △61

繰延税金資産（固定）との相殺 362 474

繰　延  税  金  負  債 　　合 計 △375 －

差 引 繰 延 税 金 負 債 合 計 △139 －

　

  

   

  

  

  

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内

訳
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前事業年度
(平成19年３月31日)

当事業年度
(平成20年３月31日)

　法定実効税率 40.4％ 40.4％

　(調整)

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％ 1.1％

　受取配当金等永久に益金に算入されない
　項目

△0.6％ △1.2％

　住民税均等割等 1.5％ 2.7％

　税額控除 △2.0％ △7.6％

　その他 0.5％ 1.1％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 40.5％ 36.5％

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自　平成19年４月１日　至　平成20年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 1,199円95銭１株当たり純資産額 1,195円40銭

１株当たり当期純利益 53円38銭１株当たり当期純利益 31円73銭

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

なお潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

項目
前事業年度

(平成19年３月31日)
当事業年度

(平成20年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 23,992 23,864

普通株式に係る純資産額(百万円) 23,992 23,864

普通株式の発行株式数(株) 20,081,955 20,081,955

普通株式の自己株式数(株) 87,250 118,324

１株当り純資産額の算定に用いられた普通株式の

数(株)
19,994,705 19,963,631

　

　　　

２　１株当たり当期純利益

　

項目
前事業年度

(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

当事業年度
(自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 1,067 634

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,067 634

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(百万円)

　 － －

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式の期中平均株式数(株) 19,995,137 19,986,656
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券)

　その他有価証券

　　（株）三菱ＵＦＪフィナンシャル
・グループ

473,000 406

　　大東建託（株） 80,000 411

　　三菱鉛筆（株） 123,822 175

　　信越化学工業（株） 30,700 158

　　日本管財（株） 60,000 177

　　平和不動産（株） 240,000 113

　　藤倉化成（株） 150,000 117

　　（株）りそなホールディングス 556 92

　　（株）稲葉製作所 95,000 101

　　東京機械製作所（株） 441,000 118

　　（株）カナデン 205,000 113

　　マークテック（株） 100,000 144

　　日本開閉器工業（株） 121,000 95

　　ヤスハラケミカル（株） 148,000 95

　　ユニオンツール（株） 20,600 77

　　その他　21銘柄 1,005,714 524

計 3,294,392 2,922
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産

　建物 6,271 90 3 6,358 4,360 152 1,997

　構築物 1,001 ― 57 944 781 22 162

　機械及び装置 17,482 555 129 17,90814,886 866 3,021

　車両及び運搬具 162 14 8 167 148 10 19

　工具器具及び備品 2,116 76 22 2,170 1,885 131 284

　土地 3,724 ― ― 3,724 ― ― 3,724

　建設仮勘定 179 2,711 737 2,153 ― ― 2,153

有形固定資産計 30,9363,449 961 33,42422,0631,18311,364

無形固定資産

　ソフトウェア 811 63 ― 874 551 163 323

　電話加入権 9 ― ― 9 ― ― 9

無形固定資産計 820 63 ― 883 551 163 332

長期前払費用 46 151 27 170 ― ― 170

繰延資産

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　当期増減額のうち主なものは次のとおりであります。

増加 建物 茨城工場 消火設備 30百万円

機械及び装置 佐野工場 環境設備 174百万円

建設仮勘定 茨城工場 粘着テープ製造設備 1,695百万円

減少 建設仮勘定 ― 償却資産への振替 737百万円

　  

 

 

 

  

  

  

 

【引当金明細表】
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区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金(流動) 3 2 ― 3 2

役員退職慰労引当金 98 ― ― 98 ―

(注)　1.貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額、及び個別引当相手先からの入金

回収による取崩額であります。

 

      2.役員退職慰労引当金の「当期減少額(その他)」は役員退職慰労金制度廃止に伴う取崩額で、打ち切り支給額の

未払い分については固定負債の「長期未払金」に含めて表示しております。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

１　現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 5

預金 5,704

　　当座預金 (1,273)

　　普通預金
　　定期預金

　(4,129)
　（300)

　　別段預金 (1)

計 5,709

　

２　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

東神物産株式会社 360

 株式会社槌屋 358

和気産業株式会社 295

東和電気株式会社 164

安井電気株式会社 123

その他 244社 2,530

計 3,832

　

(ロ)決済期日別内訳

　

摘要 平成20年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 計

受取手形手持高(百万円) 1,124 763 1,221 694 27 3,832

受取手形割引高(百万円) 35 15 15 6 - 72

　

３　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

寺岡（上海）高機能膠粘帯有限公司 372

寺岡製作所（香港）有限公司 282

東神物産株式会社 184

株式会社槌屋 114

神栄商事株式会社 112

その他 510 社 2,253

計 3,317

　

(ロ)発生及び回収並びに滞留状況

　
前期繰越高
(百万円)
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
(Ｃ)

次期繰越高
(百万円)
(Ｄ)

回収率
(％)

Ｃ
×100

Ａ＋Ｂ
滞留期間
(日)

Ａ＋Ｄ
÷

Ｂ
２ 366

3,114 26,522 26,319 3,317 88.8 44.3

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。
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４　たな卸資産

(イ)商品・製品・仕掛品

　

区分 商品(百万円) 製品(百万円) 仕掛品(百万円) 計(百万円)

梱包包装用テープ 53 198 391 642

電機・電子用テープ 26 216 680 922

産業用テープ 10 270 584 864

計 90 684 1,655 2,429

　

(ロ)原材料・貯蔵品

　

区分 原材料(百万円) 貯蔵品(百万円) 計(百万円)

基材(布・紙・フイルム他) 642 ― 642

粘剤(ゴム・溶剤他) 242 ― 242

その他 15 ― 15

研究材 ― 10 10

その他 ― 80 80

計 901 91 992
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ｂ　負債の部

１　支払手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(百万円)

日本トレーディング株式会社 25

株式会社日本触媒 18

平賀機械工業株式会社 17

西武運輸株式会社 16

大日本インキ化学工業株式会社 15

その他 115社 175

計 269

　

(ロ)決済期日別内訳

　

平成20年４月(百万円) ５月(百万円) ６月(百万円) ７月(百万円) 計(百万円)

58 109 47 53 269

　

２　買掛金

　

相手先 金額(百万円)

伊藤忠商事株式会社 739

青山産業株式会社 407

シノムラ化学工業株式会社 373

王子タック株式会社 289

大洋興産株式会社 191

その他 191社 2,442

計 4,444

　

３　短期借入金

区分 金額(百万円)

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 500

㈱りそな銀行 400

㈱あおぞら銀行 100

計 1,000

 　３行によるコミットメントライン契約です。

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、および100株未満の株数を表示した株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料
無料
但し分割等の場合を除く

単元未満株式の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告をすることが出来ない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。
なお、電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
る。(ＵＲＬ  http://www.teraokatape.co.jp)

株主に対する特典 なし

(注)  当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度　第97期(自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日)平成19年６月29日関東財務局長に提出。

(2) 半期報告書

　　事業年度　第98期中(自　平成19年４月１日　至　平成19年９月30日)平成19年12月14日関東財務局長に提出。

(3) 臨時報告書

　　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第６号の２の規定に基づく臨時報告書を平成19年12月14日関東

財務局長に提出。

(4) 自己株券買付状況報告書

　　平成20年１月15日、平成20年２月14日、平成20年３月14日、平成20年４月14日関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社　寺 岡 製 作 所

取締役会　御中

井 上 監 査 法 人

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　中　　松　　　　　進　　㊞

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　平　　松　　正　　己　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社寺岡製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連

結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社寺岡製作所及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社　寺 岡 製 作 所

取締役会　御中

井 上 監 査 法 人

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　中　　松　　　　　進　　㊞

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　平　　松　　正　　己　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社寺岡製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財

務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社寺岡製作所及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年６月28日

株式会社　寺 岡 製 作 所

取締役会　御中

井 上 監 査 法 人

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　中　　松　　　　　進　　㊞

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　平　　松　　正　　己　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社寺岡製作所の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第97期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社寺岡製作所の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年６月27日

株式会社　寺 岡 製 作 所

取締役会　御中

井 上 監 査 法 人

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　中　　松　　　　　進　　㊞

　

代　表　社　員
業務執行社員

公認会計士　　平　　松　　正　　己　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社寺岡製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第98期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社寺岡製作所の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　

※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管している。
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